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報道関係各位 
2009 年 9 月 4 日 

株式会社アイエスピー 

株式会社高度圧縮技術研究所 

 

アイエスピーと高度圧縮技術研究所、「ボイス QR パーソナル」を「筆まめ Ver.20」へ搭載 
～新年のご挨拶は『声』の入った年賀状で～ 

 

株式会社アイエスピー（本社：神奈川県横浜市、代表取締役：松村敏郎、以下「アイエスピー」）及び

株式会社高度圧縮技術研究所（本社：神奈川県川崎市、代表取締役：秋元 ヒロシ 以下「高度圧縮技術

研究所」）は、『ボイス QR パーソナル』が株式会社クレオより本日発売のはがき作成ソフト「筆まめ Ver.20」
に搭載されることを発表いたします。 
  

 『ボイス QR パーソナル』は昨年発売されました「筆まめ Ver.19」で大変ご好評をいただき、昨年に引

き続いての搭載となりました。 
 『ボイス QR パーソナル』は「ボイス QR」の基本機能である「音声再生」のみに機能を限定したボイ

ス QR です。「筆まめ Ver.20」を使えば簡単に、ユーザーの「声」を「ボイス QR パーソナル」に格納し、

そのまま年賀状などのはがきに印刷することができます。 

 『ボイス QR パーソナル』は携帯電話向けデコーダアプリ「ボイス QR パーソナルリーダー（i アプリ

／EZ アプリ／S!アプリ）」で再生することができます。 
 
� 「ボイス QR パーソナルリーダー」ダウンロードサイト 
   http://voiceqr.com/mobile/app/ （ダウンロード無料） 

 
 
 
 
【ボイス QR®とは】 
 
 
 

 
 
 

「ボイス QR」は、音声データを格納した QR コードです。

音声データを QR コードに直接格納しているため QR コード

を読み取るだけで、その場ですぐに音声を聞くことができま

す。紙にボイス QR コードを印刷するだけで、商品パッケー

ジから CM でおなじみのキャッチコピーが聞こえる、などの

使い方ができます。「ボイス QR」は『JAPAN SHOP SYSTEM 
AWARDS 2009』優秀賞を受賞しました。 

 

＜作成例＞ 
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【株式会社アイエスピーについて】 http://www.isp21.co.jp/ 
アイエスピーは企業向けソリューションを提供するエンタープライズビジネスとモバイルビジネスを二

本柱に躍進を続けています。モバイル分野においては通信コンサルティングからコンシューマ向け製品開

発まで幅広く取り組んでおります。「仕事を通じて社会貢献を果たす」を経営理念として、ユーザーに喜

ばれる製品・サービスを支える付加価値の創造に努めています。 
 代表：松村敏郎 
 設立：1976 年 12 月 27 日 
 本社：〒220-6012 神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-3-1 クイーンズタワーA 12F 
 国内拠点：東京、大阪 
 主要モバイル製品：ボイス QR® 、ひとり旅録®、らくらく瞬漢ルーペ® 
 
【株式会社高度圧縮技術研究所（ISCT）について】 http://www.supercompression.com/ 
高度圧縮技術研究所（ISCT）は、デジタル画像圧縮・音声圧縮に関する独自の研究開発をしており、優位

性を持った総合的なコア・テクノロジーを所有しております。すべての人々が豊かで、和の保てる生活文

化の向上に役立つ製品を提供することにより、今後も様々なお客様のニーズに応えていきます。 
 
◆ 本件（プレスリリース）に関するお問い合わせ先 ◆  

＊報道機関の方からのお問い合わせ先 

株式会社アイエスピー／マーケティング＆コミュニケーション室 (e-mail: product@isp21.co.jp * 

TEL:045-222-6574) 

株式会社高度圧縮技術研究所／営業部(e-mail: isct-sales@supercompression.com * TEL:044-520-3008) 

 

＊お客様からのお問い合わせ先 

ボイス QR 公式サイト（http://voiceqr.com） 「お問い合わせフォーム」よりお問い合わせください 

 

VoiceQR、ボイス QR は株式会社アイエスピーの登録商標です。 

QR コードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 

i アプリは、株式会社 NTT ドコモの登録商標です。 

EZ アプリは、KDDI 株式会社の登録商標です。 

S!アプリは、ソフトバンクモバイル株式会社の登録商標です。 

その他記載の会社名、製品・サービス名は所有する各社の商標もしくは登録商標です。 


